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地方財政の充実 ・強化に向けた意見書提出を求める陳情書

【陳情趣旨】                               1 ,111

地方自治体は、子育て支援、r医療
・介護などの社会保障、環境対策、教育など、多ぐの事務が国の法令によつて

義務付けられており、果たす役割は年々拡大しています。さらには、 「まち。ひと・し|ごとell生事業法」等に基づ

く地域経済活性化対策の取り組みなど、新たな政策課題に対応する必要にも迫られてぃますょ̀1 11:`
一方で、この間地方で進められた様々な改革などによつて、公共サービスを担う人材は大幅に減少‐し、新たな行

政二‐ズヘの対応が困難となる危険性も指摘されています。しかし、地域住民が安心して生活するためには、安全

で良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されることが必要であり、人材確保を積極的に進めるとともに、'これ

に見合う地方財政の確立を図らなければなりません。                ■  、     ,

このような状況下、政府においては、税制改革を含む財球再建への議論が進められておりヽ、1とりわけ、地方兼出

のあり方について、国。地方のプライマリーバランス改善を目標とした地方財政計画上の歳出抑制が不可欠として

います。   .

本来、地方交付税は、すべての地方自治体が標準的な行政水準、いわゆる 「ナショナノンミ■マム」を確保できる

よう財源保障するもので、地方自治体間の財源格差を是正する機能を有しています。′果断に取り組むべき財政再建

が、次世代のための経済再生を腰折れさせてはならないことは当然であり、財政再建目標を達成するなめに地方財

政が縮小され、真に不可欠なサービスが削減されれば、国民生活と地域経済に疲弊をも:たらすことは明らかです。

このことから、2018年度の政府予算、地方財政の検討にあたつては、経済再生と財政再建の好循環を実現する|た

め、歳入。歳出を的確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実、地方財政の確立をめざすこ1とが必

要です。このため、政府に意見書の提出を要請します。            t   l   ェ :

【陳情事項】

1.添 付の意見書 (案)を 、提出希望先に提出すること。
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地方財政の充実 ・強化を求める意見書 (案)

地方自治体は、子育て支援、医療 ・介護などの社会保障、環境対策、教育など、多くの事務が国の法令によつて

義務付けられており、果たす役割は年 拡々大しています。さらには、「まち・ひと。しごと創生事業法」等に基づく

地域経済活懺 諫寸策の取り組みなど、新たな政策課題に対応する必要にも迫られています。

一方で、この間地方で進められた様々な改革などによつて、公共サービスを担う人材は大幅に減少し、新たな行

政ニーズヘの対応が困難となる危険性も指摘されています。しかし、地域住民が安心して生活するためには、安全

で良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されることが必要であり、人材確保を積極的に進めるとともに、これ

に見合う地方財政の確立を図らなければなりません。

このような状況下、政府においては、税制改革を含む財政再建への議論が進められており、とりわけ、地方歳出

のあり方について、国。地方のプライマリーバランス改善を目標とした地方財政計画上の歳出抑制が不可欠として

います。

本来、地方交付税は、すべての地方自治体が標準的な行政水準、いわゆる 「ナシ∃ナルミニマム」を確保できる

よう財源保障するもので、地方自治体間の財源格差を是正する機能を有しています。果断に取り組むべき財政再建

が、次世代のための経済再生を腰折れさせてはならないことは当然であり、財政再建目標を達成するために地方財

政が縮小され、真に不可欠なサービスが削減されれば、自民生活と地域経済に疲弊をもたらすことは明らかです。

このことから、2018年度の政府予算、地方財政の検討にあたうては、経済再生と財政再建の好循環を実現するた

め、歳入。歳出を的確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実、地方財政の確立をめざすことが必

要です。このため、政府に以下の事項の実現を求めます。

口己

1.地 方が責任をもつて、きめ細かな行政サTビ スを十分担えるよう、:地方単独事業も含め地方財政計画に的確に反

映し、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額を確保すること。また、財源に不足が生じたときは、臨時財

政対策債での補填ではなく、地方交付税の法定率を引き上げて対応すること。

2.地 方財政計画の策定にあたつては、高齢化に伴う社会保障関係費の自然増や人口減少 。少子化対策への対応、

地域経済。雇用対策に係る歳出を特別枠で実質的に確保してきたこと等を踏まえ、歳出特別枠を実質的に確保し、

地域の実情を踏まえた財政措置を請じること。

3.歳 出効率化にむけた業務改革で他団体のモデルとなるようなものを地方交付税の基準財政需要額の算定に反映

する取り組み、いわゆるトップランナ■方式を含む地方の歳入歳出の効率化を議論する場合には、住民生活の安

心 ・安全が確保されることを前提とした合理的なものとし、地方交付税の財源保障機能が損なわれないようにす

ること。

4.合 併市町村に対しては、普通交付税の合併算定替等の財政措置が講じられているところであるが、今後も安定

的に行財政運営を行うことができるよう、引き続き、合併市町村の実態に即した交付税算定を行うこと。また、

小規模市町村が安定的に財政運営を行えるよう段階補正を強化すること。

以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
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